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「「分分立立」」資資格格をを前前提提ととししてて職職域域拡拡大大すするる精精神神保保健健福福祉祉士士ととのの

撞撞着着のの諸諸相相 
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5．ソーシャルワーカー専門職資格の「共通基盤」の認識・理解における３つの齟齬 
 5.1 新資格構想は既存資格と「並列」なのか，既存資格の「上乗せ」なのか？ 
 5.2 「共通基盤」の議論と既存資格の「統一化」の議論との混在に起因する齟齬 
 5.3 ソーシャルワーク既存資格の「統一化」を既存資格の活用の正当化根拠とすることに起因する齟齬 
6．考察 ―新資格化構想と「分立」資格を前提として職域拡大する精神保健福祉士との撞着の諸相― 
7．結語 

 

要旨 本稿は、厚生労働省社会保障審議会児童部会「児童虐待防止対策のあり方に関する専

門委員会」（2014 年 9 月 19 日～2015 年 8 月 10 日）「報告書」（2015 年 8 月 28 日）に「児童

福祉司の国家資格化」が明記されたことを一応の端緒としており、且つ 2018 年の社会保障審

議会専門委員会ワーキンググループでそれの具現化が目前に迫ることになった新資格化構想

に対して、日本精神保健福祉士協会（「協会」）が一方で「既存の国家資格」を活用すべきと

して新資格に明確な反対の姿勢を示しつつ、他方で将来的な資格の統一化議論に関しては不

明瞭な姿勢を示している撞着の諸相について、特に 2022 年改正児童福祉法に盛り込まれるこ

とになった「子ども家庭福祉の認定資格（子ども家庭福祉ソーシャルワーカー）」の実質的な

議論が行われた社会保障審議会専門委員会「子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必

要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策に関するワーキンググループ」

（2020 年 9 月 10 日～2021 年 1 月 26 日）の議事録の精査を通して明らかにすることを目的と

している。当該資格化構想が浮上した際、既存 2 資格（社会福祉士、精神保健福祉士）の専
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門職能団体等は「ソーシャルワーク専門職は一つである」として既存 2 資格の任用促進を主

張した。それに対して新資格構想推進派から、既存資格はそもそも 2 つに「分立」している

ではないかということを指摘された際、職能団体は既存 2 資格の「統一」を目指す「覚書」

があることを名目として新資格に反対の姿勢を貫き、そのことが「国家」資格としての新資

格化構想を見送る契機の一つとなった。しかしその直後に「協会」は、「議論が尽くされてい

ない」として当初方針を翻して「覚書」への署名を拒み、結果的にそれは未承認且つ非公開

の状況となっている。以上の顛末は「協会」に避けて通ることはできない撞着を生起させて

いる。すなわち、社会福祉士とは別の、精神保健福祉士という「分立」した資格を創設した

経緯をふまえれば、子ども分野の新資格という「分立」資格についてもほんらいであれば容

認せざるを得なくなるという撞着に加えて、「協会」が新資格構想を「見送らせる」ための「名

目」にもしていた既存 2 資格の「統一化」を目指す「覚書」に反対の立場を示すのであれば、

やはり同様に新資格構想も容認せざるを得なくなるという撞着である。 

 

キーワード：精神保健福祉士、子ども家庭福祉ソーシャルワーカー 

 

1．研究目的 
 
本稿は、厚生労働省（以下、厚労省と略す）社会保障審議会児童部会「児童虐待防止対策のあり

方に関する専門委員会」（2014 年 9 月 19 日～2015 年 8 月 10 日）「報告書」（2015 年 8 月 28 日）に

「児童福祉司の国家資格化」が明記されたことを一応の端緒としており、且つ 2018 年の社保審専

門委員会ワーキンググループでそれの具現化が目前に迫ることになった子ども家庭福祉分野にお

ける新ソーシャルワーク専門職国家資格化構想（以下、新資格化構想と略す。検討されている資格

は新資格と略す）に対して、日本精神保健福祉士協会（Japanese Association of Mental Health Social 

Workers（略称：JAMHSW）。旧 日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会含。以下、「協会」と略す）

が一方で「既存の国家資格」を活用すべきとして新資格に明確な反対の姿勢を示しつつ、他方で将

来的な資格の統一化議論に関しては不明瞭な姿勢を示している撞着の諸相について、特に厚労省

社会保障審議会児童部会社会的養護専門委員会（以下、社保審専門委員会と略す）「子ども家庭福

祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策に関

するワーキンググループ」（2020 年 9 月 10 日～2021 年 1 月 26 日）（以下、「20-21WG」と略す）の

議事録の精査を通して明らかにすることを目的としている１）。 

 

2．問題関心及び方法 
 
筆者の問題関心の基底には一貫して精神保健福祉士の「制度」としての専門職性（新領域におけ

る排他的職能あるいは専門職制度）２）獲得の「由来」の探索とその妥当性の是非がある（樋澤 
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2022b）。樋澤（2020）、同（2022a）では、精神保健福祉士のメンタルヘルス領域全般への職域拡大

をふまえて「協会」がその略称を「MHSW」（Mental Health Social Worker）へと「正式」に変更し

たこと３）について、①精神保健福祉士法（以下、「士法」と略す）制定時の 1997 年 2 月 26 日開

催の公衆衛生審議会における議事、②士法制定に直接かかわる国会委員会における審議内容それ

ぞれの精査を通して、既存資格の社会福祉士との「住み分け」の課題（将来的な資格の統一化）を

棚上げしたまま現時点における精神保健福祉士の活動を素朴に表すかぎりにおいて、この略称変

更は正しいものの、「協会」が更なる「越境」の意思を志向する以上、その妥当性を完備するため

の必要条件として早急に上記課題の棚卸しの必要性がある旨を報告した。本稿は上述した棚卸し

の端緒の意を持つ。 

本稿では第 27 回以降の社保審専門委員会（2021 年 4 月 21 日～2022 年 2 月 3 日）（以下、「21-22

社保審専門委員会」と略す）の土台となった「20-21WG」における議事録を検討対象とする。下述

の通り、可決・成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」に至るまでの、特に新資格化構想

に関する「20-21WG」の議事録を精読するかぎり、撞着の契機となった主たる論点は、新資格推進

派と慎重派との間においてソーシャルワーカー専門職既存 2 資格の「共通基盤」の認識・位置付

け・理解に齟齬が生じており、その齟齬が修正されないまま議論が進んだ点である。そして当該論

点を「論点」化させている最大の要因は「国家」資格としての「精神保健福祉士」の存在とその位

置付けに関する説明の曖昧さに起因している。その理由を先に簡潔に述べれば、精神保健医療福祉

分野に特化したソーシャルワーク専門職資格としての精神保健福祉士が「同種」のソーシャルワー

ク専門職国家資格である「社会福祉士」から「分立」した「国家」資格として在ることの説明のあ

いまいさに起因する撞着、及び精神保健福祉士はジェネリックな資格なのかそれともスペシフィ

ックな資格なのかについての当該専門職委員による説明が議事の要所で曖昧であることに起因す

る撞着である。 

 「20-21WG」は 2019 年（令和元年）6 月 19 日に可決成立した「児童虐待防止対策の強化を図る

ための児童福祉法等の一部を改正する法律」の附則第 7 条第 3 項に基づき設置されたものであり、

計 10 回開催されている。「20-21WG」における検討課題は概ね、①子ども家庭福祉分野における専

門職の研修・人材養成の在り方、②人事制度・キャリアパスの在り方、③子ども家庭福祉の資格の

在り方の 3 点である。③については更に資格の位置付け、養成課程の在り方、任用配置の在り方、

そしてスーパーバイザー資格の在り方に分けられて議論されているが、議事録を見るかぎりそれ

ぞれは相当程度、連動して議論されている。以下、議事録引用の際は（会議回-開催日-議事録頁-発

言者姓）と表記する。 

 

3．新資格化構想の検討経緯概略 
 
制度的なレベルで当該の新資格化構想が顕在した発端、すなわち本事象の始点は一応、社会保障

審議会児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会「報告書」（2015 年 8 月 28 日）における「児
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童福祉司」の国家資格化の明記に置くことができる。これを継承する形で、同「新たな子ども家庭

福祉のあり方に関する専門委員会」（2015 年 9 月 7 日～2016 年 3 月 10 月）「報告（提言）」（2016

年 3 月 10 日）において公的資格創設の検討が明記される。特に同第 2 回委員会（2015 年 11 月 18

日）資料の「報告骨子案」では児童相談所等におけるスーパーバイザー専門職資格としての「国家

資格」の創設が明記される。2016 年児童福祉法改正施行規則に基づく社保審専門委員会「市町村･

都道府県における子ども家庭相談支援体制の強化等に向けたワーキンググループ」（2018 年 9 月 12

日～2018 年 12 月 26 日）では「一部委員」（奥山眞紀子（国立成育医療研究センター）等）より強

固な新資格の要望に関する発言がなされている（福祉新聞 2019a）。 

同年 12 月 27 日に公表された当該ワーキンググループ「とりまとめ」では児童分野における新

資格化構想に関して「専門性を必要とされる多様で幅広い分野において、実務経験や専門性を十分

に有する人材を配置することが不可欠」であり、「そのため、専門職としての自覚と責任、プロ意

識を持った人材の養成・確保が必要で」あり、「そのためには国家資格化は有用な選択肢であり」、

「精神保健福祉士同様、社会福祉士の一部を子ども家庭福祉の専門性に資するカリキュラムとし

た子ども家庭福祉士」を「あまり長期にならずに実現すべき」という推進意見が明示される一方、

「社会福祉士等の国家資格が定着し取得者が一定数に達するまでには、20 年～30 年以上の時間

がかかって」おり、「（子ども家庭福祉分野における ※筆者注）資格化については、相当長期で考

える必要があり、資格化すれば全ての課題が速やかに解決するようなものではない」としたうえ

で、「児童福祉分野のソーシャルワークを担う人材の在り方の検討に当たっては、新たな公的資格

を設けるということではないことも含めて検討すべき」であり、また「既にある社会福祉士や精神

保健福祉士などの国家資格を活用すべきである」という意見も併記されることとなった。 

翌 2019 年 1 月 23 日に開催された「ソーシャルケアサービス研究協議会」賀詞交歓会の場にお

いて田村憲久元厚労相（当時）、橋本岳元厚労副大臣等複数議員が議連の立ち上げに言及する（福

祉新聞 2019b）。その後、新資格化構想に慎重な立場をとる「地域共生社会推進に向けての福祉専

門職支援議員連盟」（会長：田村憲久元厚労相、以下、田村議連（新資格慎重派）と略す）として

発足する。他方、同時期の同年 1 月 29 日に「児童虐待から子どもを守る議員の会」（会長：塩崎恭

久元厚労相、第 49 回衆議院議員総選挙後に長島昭久衆議院議員に交代、以下、塩崎-長島議連（新

資格推進派）と略す）が自民党の「児童の養護と未来を考える議員連盟」との共催で開催され、西

澤哲（山梨県立大学）が提案する「国家資格」としての「子ども家庭福祉士（仮称）」に前向きな

姿勢をみせる（福祉新聞 2019b）。すなわちこの時点で新資格化構想に推進（賛成）もしくは慎重

（反対）の立場をとる二つの議連が、同じ与党自民党代議士（衆議院議員）であり且つ厚労相経験

者を会長として誕生している。同年 2 月 20 日の塩崎-長島議連（新資格推進派）の会合には日本社

会福祉士会会長の西島善久が出席して「新資格に反対」の意見を述べ、それに対して上述の西澤は

「何の提案にもなっていない」と反論する等、「激論」が繰り広げられた（福祉新聞 2019b）。以上

は同日の紙面であるが、当該紙面には「協会」常務理事らも出席した「社会福祉分野の研究者でつ

くる有志の会」による会見の様子について、木下大生（武蔵野大学）による「ソーシャルワーカー
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の国家資格を複数創設することは政策的にもちぐはぐ。このままでは障害や貧困、外国人などあら

ゆる分野で資格が必要になる（傍点筆者）」旨の新資格構想に疑問を呈する発言とともに掲載され

ている（福祉新聞 2019b）。 

その後、2020 年 6 月に改正された児童福祉法の附帯決議を受けて同年 9 月 10 日より「20-21WG」

が発足、計 10 回の会合が開催されている。同年 10 月 16 日会合では「これまでの議論の中間整理

（案）」が公表されている。中間整理の「子ども家庭福祉の資格の在り方」では「子ども家庭福祉

に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者については、例えば児童福祉司には、現行の

任用要件の中に社会福祉士等の資格があるが、現行の社会福祉士の養成のカリキュラムでは子ど

も家庭福祉に関する内容が十分ではな」いため、「児童相談所の児童福祉司や市区町村、民間施設

等を含めた子ども家庭福祉全体のものとし、既存のソーシャルワークに関する共通科目や資格を

基礎として、更に子ども家庭福祉に関する専門的な知識・技術の修得」をした「複合化・複雑化し

た課題への対応が求められる現状に鑑み、幅広い視点で家庭や社会に働きかけることができるた

めの基盤となる知識や、子ども家庭福祉に関する専門的な知識・技術を有することを客観的に評価

し、専門性を共通に担保できる仕組みが必要であり、資格の創設」が明記された。同年 10 月 26 日

付福祉新聞では「子ども分野の資格創設へ」とする見出しの記事が掲載されている。同じ紙面では

既存の社会福祉士等の養成校団体である一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟（以下、

「ソ教連」と略す）による調査結果の内容とともに、新資格には「反対」である旨の記事も掲載さ

れている（福祉新聞 2020a）。その後同年 10 月 20 日会合での有識者ヒアリングを経て、11 月 17

日に開催された会合では中間整理で出ていた既存のソーシャルワーカー専門職２資格の「上乗せ」

資格の賛否が議論されている（福祉新聞 2020b）。 

2021 年 1 月 26 日に開催された「20-21WG」最終日において国家資格について両論併記された

「とりまとめ（案）」が提示され、同年 2 月 2 日に「とりまとめ」が公表された。なお最終の「と

りまとめ（案）」に関する記事が掲載された同年 2 月 1 日付福祉新聞には同記事内に「国家資格化

に反対する宮島清・日本社会事業大教授は『医師や弁護士は一つの資格なのに、なぜ分けようとす

るのか』と強調。加藤雅江・「協会」常任理事は、支援対象によって資格を分断するのは避けるべ

きとして、近く日本社会福祉士会などと統合に向けた文書を交わすことを明らかにした」旨の記述

が比較的さらっと掲載されている（福祉新聞 2021a）。ここで述べられている「文書」は後述する

「ソーシャルワーク関係団体のあり方検討プロジェクト」（2018 年 7 月～2020 年 6 月）の最終回

（2020 年 6 月 2 日）出席者（ソーシャルワーカー関連 4 団体（公益社団法人日本社会福祉士会、

公益社団法人日本精神保健福祉士協会、公益社団法人日本医療ソーシャルワーカー協会、特定非営

利活動法人日本ソーシャルワーカー協会）で構成されている「日本ソーシャルワーカー連盟」。以

下、「連盟」と略す）でいったんは「合意」されたとされる「ソーシャルワーク関係団体のあり方

に関する覚書」（2022 年 11 月現在非公開）（以下、「覚書」と略す）のことと思われる。なお「と

りまとめ」に対して「連盟」は同 4 日付「【声明】『子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必

要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策に関するワーキンググループ』取りま
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童福祉司」の国家資格化の明記に置くことができる。これを継承する形で、同「新たな子ども家庭

福祉のあり方に関する専門委員会」（2015 年 9 月 7 日～2016 年 3 月 10 月）「報告（提言）」（2016

年 3 月 10 日）において公的資格創設の検討が明記される。特に同第 2 回委員会（2015 年 11 月 18

日）資料の「報告骨子案」では児童相談所等におけるスーパーバイザー専門職資格としての「国家

資格」の創設が明記される。2016 年児童福祉法改正施行規則に基づく社保審専門委員会「市町村･

都道府県における子ども家庭相談支援体制の強化等に向けたワーキンググループ」（2018 年 9 月 12

日～2018 年 12 月 26 日）では「一部委員」（奥山眞紀子（国立成育医療研究センター）等）より強

固な新資格の要望に関する発言がなされている（福祉新聞 2019a）。 

同年 12 月 27 日に公表された当該ワーキンググループ「とりまとめ」では児童分野における新

資格化構想に関して「専門性を必要とされる多様で幅広い分野において、実務経験や専門性を十分

に有する人材を配置することが不可欠」であり、「そのため、専門職としての自覚と責任、プロ意

識を持った人材の養成・確保が必要で」あり、「そのためには国家資格化は有用な選択肢であり」、

「精神保健福祉士同様、社会福祉士の一部を子ども家庭福祉の専門性に資するカリキュラムとし

た子ども家庭福祉士」を「あまり長期にならずに実現すべき」という推進意見が明示される一方、

「社会福祉士等の国家資格が定着し取得者が一定数に達するまでには、20 年～30 年以上の時間

がかかって」おり、「（子ども家庭福祉分野における ※筆者注）資格化については、相当長期で考

える必要があり、資格化すれば全ての課題が速やかに解決するようなものではない」としたうえ

で、「児童福祉分野のソーシャルワークを担う人材の在り方の検討に当たっては、新たな公的資格

を設けるということではないことも含めて検討すべき」であり、また「既にある社会福祉士や精神

保健福祉士などの国家資格を活用すべきである」という意見も併記されることとなった。 

翌 2019 年 1 月 23 日に開催された「ソーシャルケアサービス研究協議会」賀詞交歓会の場にお

いて田村憲久元厚労相（当時）、橋本岳元厚労副大臣等複数議員が議連の立ち上げに言及する（福

祉新聞 2019b）。その後、新資格化構想に慎重な立場をとる「地域共生社会推進に向けての福祉専

門職支援議員連盟」（会長：田村憲久元厚労相、以下、田村議連（新資格慎重派）と略す）として

発足する。他方、同時期の同年 1 月 29 日に「児童虐待から子どもを守る議員の会」（会長：塩崎恭

久元厚労相、第 49 回衆議院議員総選挙後に長島昭久衆議院議員に交代、以下、塩崎-長島議連（新

資格推進派）と略す）が自民党の「児童の養護と未来を考える議員連盟」との共催で開催され、西

澤哲（山梨県立大学）が提案する「国家資格」としての「子ども家庭福祉士（仮称）」に前向きな

姿勢をみせる（福祉新聞 2019b）。すなわちこの時点で新資格化構想に推進（賛成）もしくは慎重

（反対）の立場をとる二つの議連が、同じ与党自民党代議士（衆議院議員）であり且つ厚労相経験

者を会長として誕生している。同年 2 月 20 日の塩崎-長島議連（新資格推進派）の会合には日本社

会福祉士会会長の西島善久が出席して「新資格に反対」の意見を述べ、それに対して上述の西澤は

「何の提案にもなっていない」と反論する等、「激論」が繰り広げられた（福祉新聞 2019b）。以上

は同日の紙面であるが、当該紙面には「協会」常務理事らも出席した「社会福祉分野の研究者でつ

くる有志の会」による会見の様子について、木下大生（武蔵野大学）による「ソーシャルワーカー

「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー」資格化構想と
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とめに対する声明」において、「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士や精神保健福祉士の国

家資格を積極的に活用すべき」として当該分野における新資格創設に反対の見解を表明している。

また「連盟」は同 24 日、同時期に厚労相に再任されていた田村憲久（田村議連（新資格慎重派）

会長）に対して「児童福祉司が抱える事例への対応はソーシャルワークを基盤とすることが必要で

あり、ソーシャルワーク専門職である社会福祉士、精神保健福祉士を積極的に活用すべき」等を主

旨とした「子ども家庭福祉に関する資格について（要望）」を直接提出している（福祉新聞 2021d）。 

「20-21WG」における新資格化構想に関する両論併記のとりまとめ後の「連盟」の動向と前後し

て、塩崎-長島議連（新資格推進派）は同年 1 月 29 日に厚労省子ども家庭局長を招へいして会合を

開き、会長の塩崎は国家資格化を支持する姿勢を示している（福祉新聞 2021b）。ちなみに同時期、

国家資格化には反対の立場である「ソ教連」が独自の上乗せ認定資格課程を 2022 年度内に創設す

ることを目指すことを表明する旨の記事が出ている（福祉新聞 2021c）。他方で同年 4 月 1 日、田

村議連（新資格慎重派）が、この後に新資格化構想議論が予定されていた「21-22 社保審専門委員

会」を見据えて開催される。会合には「ソ教連」会長白澤政和が上述した「2022 年度から大学な

どで先行実施する子ども家庭分野の専門科目や、国家資格に上乗せする認定制度、スクールソーシ

ャルワーカー研修」を紹介、また日本社会福祉士会会長、「協会」会長もそれぞれ既存資格の活用

について発言している（福祉新聞 2021e）。 

2021 年 4 月 23 日、第 27 回「21-22 社保審専門委員会」が開催される。当該委員会では資料とし

て「子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資

質の向上策に関する議論の叩き台」が提示されている。当該委員会後、「21-22 社保審専門委員会」

は第 41 回委員会（2022 年 2 月 3 日）まで計 15 回の会議が開催されることになる。同年 6 月 29 日

開催の第 30 回「21-22 社保審専門委員会」では職能団体等からヒアリングを行っている（福祉新

聞 2021f）。ヒアリングには日本社会福祉士会会長、「協会」会長、そして「ソ教連」会長が、それ

ぞれ新資格化構想に反対の立場として出席している。日本社会福祉士会会長西島は「医師や看護師

のように SW の資格は一つであるべきと主張」（傍点筆者）。「協会」会長田村は「かつて社会福祉

士にとって医療分野は対象外だったために精神保健福祉士が誕生した」経緯とともに「結果的に社

会福祉士よりも制度的な位置付けが遅れる弊害」がある旨述べている（福祉新聞 2021f）。 

「21-22 社保審専門委員会」における議論の最中、塩崎-長島議連（新資格推進派）は 2021 年 9

月 30 日、11 月 12 日に会合を開催している。9 月 30 日の会合は第 49 回衆議院議員総選挙の告示

前であり、不出馬を明言していた会長の塩崎による最後の会合であった。当該会合では新資格化構

想について「政治決断の問題であり、大人同士の都合による利害調整ではない」とした決議がまと

められた。また塩崎会長は「精神保健福祉士ができる時には、社会福祉士は最後まで反対していた。

人材の養成と定着を図るために、早く進めるべき」と述べたとある（福祉新聞 2021g）（なおここ

での塩崎による精神保健福祉士資格化に「社会福祉士が最後まで反対」していたという発言の真意

は定かではないが、実際はそれほど単純な経緯ではなかったことは付記しておく（樋澤 2022b））。

11 月 12 日は同衆院選後の会合であり上述の通り会長が議員を引退した塩崎から長島に交代して
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からの初会合である。当該会合にはこの時点ですでに国家資格化しない方針を示していた厚労省

子ども家庭局長も出席し、まずは認定資格（民間資格「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー」（仮

称）（福祉新聞 2021i）を設けて資格保持者を増やすことが重要である旨を述べている（福祉新聞 

2021h）。これに対して複数議員からは「国家資格を作るべき」との発言が相次ぎ、最終的には議連

として「仮に制度設計に時間がかかるなら改正法案提出の延期も辞さない覚悟で臨むべき」として

「子ども家庭福祉に関する新たな独立型の国家資格を求める決議」が採択されている（福祉新聞 

2021h）。 

同年 12 月 7 日、第 39 回「21-22 社保審専門委員会」の場で報告書案が提示され「人材育成」項

目において「子ども家庭福祉分野で支援に携わる者の資質の向上を図るため、新たな資格（子ども

家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称））を創設する」と明記されるも、賛成・反対両論併記となり、

結論は年明けに持ち越されることになった（福祉新聞 2021i）。また同年 12 月 24 日に自民党厚生

労働部会が、各職能団体等が招へいされたうえで開催されている。当該部会でも議員間で賛否が分

かれたものの、当部会幹部による「児童虐待に対応する資格はそもそも規模が小さく国家資格とし

ては成り立たない」という談話が記事として掲載されている（福祉新聞 2022a）。翌 2022 年 1 月 28

日、当該部会は児童福祉法改正施行から 2 年経過後に再度検討を行うという条件付きで、新資格

国家資格化を見送る方針を決める（福祉新聞 2022b）。 

同年 2 月 3 日、第 41 回「21-22 社保審専門委員会」において、「国家資格として既存の社会福祉

士・精神保健福祉士とは独立した資格とすべきであること」等の反対意見があったことも明記した

うえで、国家資格化は見送られることとなった（福祉新聞 2022c）。同年 2 月 10 日に公表された

「令和 3 年度社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会報告書」中の新資格に関する要点は

以下の通りである。 

 

（前略）まずは、一定の実務経験のある有資格者や現任者について、国の基準を満たした認

定機構（仮称）が認定した研修を受講するとともに、認定機構（仮称）が実施する試験（研

修の効果も測定する実践的な内容のもの）を経て、認定機構（仮称）から子ども家庭福祉ソ

ーシャルワーカー（仮称）として認定される認定資格を導入すること。 

※ 既存の社会福祉士・精神保健福祉士の有資格者について、相談援助の実務経験を 2 年以 

 上有すること。 

※ 現任者について、当分の間は、①子ども家庭福祉分野の相談援助の実務経験を 4 年以上 

 有すること、②保育士は、4 年以上の実務経験を有すること。対象となる保育士の範囲 

 は、相談援助や保護者対応等の経験に留意しつつ、今後検討すること。また、現任者に 

 ついては、ソーシャルワークを学ぶ研修も受講すること。 

※ 研修は 100 時間程度とし、現場で働く者が業務と両立できるよう、オンライン授業や 

 レポート審査などその内容を工夫すること。（後略） 
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とめに対する声明」において、「ソーシャルワーク専門職である社会福祉士や精神保健福祉士の国

家資格を積極的に活用すべき」として当該分野における新資格創設に反対の見解を表明している。

また「連盟」は同 24 日、同時期に厚労相に再任されていた田村憲久（田村議連（新資格慎重派）

会長）に対して「児童福祉司が抱える事例への対応はソーシャルワークを基盤とすることが必要で

あり、ソーシャルワーク専門職である社会福祉士、精神保健福祉士を積極的に活用すべき」等を主

旨とした「子ども家庭福祉に関する資格について（要望）」を直接提出している（福祉新聞 2021d）。 

「20-21WG」における新資格化構想に関する両論併記のとりまとめ後の「連盟」の動向と前後し

て、塩崎-長島議連（新資格推進派）は同年 1 月 29 日に厚労省子ども家庭局長を招へいして会合を

開き、会長の塩崎は国家資格化を支持する姿勢を示している（福祉新聞 2021b）。ちなみに同時期、

国家資格化には反対の立場である「ソ教連」が独自の上乗せ認定資格課程を 2022 年度内に創設す

ることを目指すことを表明する旨の記事が出ている（福祉新聞 2021c）。他方で同年 4 月 1 日、田

村議連（新資格慎重派）が、この後に新資格化構想議論が予定されていた「21-22 社保審専門委員

会」を見据えて開催される。会合には「ソ教連」会長白澤政和が上述した「2022 年度から大学な

どで先行実施する子ども家庭分野の専門科目や、国家資格に上乗せする認定制度、スクールソーシ

ャルワーカー研修」を紹介、また日本社会福祉士会会長、「協会」会長もそれぞれ既存資格の活用

について発言している（福祉新聞 2021e）。 

2021 年 4 月 23 日、第 27 回「21-22 社保審専門委員会」が開催される。当該委員会では資料とし

て「子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資

質の向上策に関する議論の叩き台」が提示されている。当該委員会後、「21-22 社保審専門委員会」

は第 41 回委員会（2022 年 2 月 3 日）まで計 15 回の会議が開催されることになる。同年 6 月 29 日

開催の第 30 回「21-22 社保審専門委員会」では職能団体等からヒアリングを行っている（福祉新

聞 2021f）。ヒアリングには日本社会福祉士会会長、「協会」会長、そして「ソ教連」会長が、それ

ぞれ新資格化構想に反対の立場として出席している。日本社会福祉士会会長西島は「医師や看護師

のように SW の資格は一つであるべきと主張」（傍点筆者）。「協会」会長田村は「かつて社会福祉

士にとって医療分野は対象外だったために精神保健福祉士が誕生した」経緯とともに「結果的に社

会福祉士よりも制度的な位置付けが遅れる弊害」がある旨述べている（福祉新聞 2021f）。 

「21-22 社保審専門委員会」における議論の最中、塩崎-長島議連（新資格推進派）は 2021 年 9

月 30 日、11 月 12 日に会合を開催している。9 月 30 日の会合は第 49 回衆議院議員総選挙の告示

前であり、不出馬を明言していた会長の塩崎による最後の会合であった。当該会合では新資格化構

想について「政治決断の問題であり、大人同士の都合による利害調整ではない」とした決議がまと

められた。また塩崎会長は「精神保健福祉士ができる時には、社会福祉士は最後まで反対していた。

人材の養成と定着を図るために、早く進めるべき」と述べたとある（福祉新聞 2021g）（なおここ

での塩崎による精神保健福祉士資格化に「社会福祉士が最後まで反対」していたという発言の真意

は定かではないが、実際はそれほど単純な経緯ではなかったことは付記しておく（樋澤 2022b））。

11 月 12 日は同衆院選後の会合であり上述の通り会長が議員を引退した塩崎から長島に交代して

「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー」資格化構想と
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上述した「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）」に関する事項も盛り込まれた「児童福

祉法等の一部を改正する法律案」が 2022 年 3 月 4 日衆議院に付託、その後、同年 5 月 17 日に一

部修正を経て衆議院本会議にて可決、即日参議院に送られ同年 6 月 8 日に本会議にて全会一致で

可決成立し、施行日を（一部を除いて）2024 年 4 月 1 日として、同 15 日に公布された。新資格構

想に関連する事項は「子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上」として内閣府令において「児童虐

待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について十分な知識・技術を有する者を新

たに児童福祉司の任用要件に追加する」こととなった（児童福祉法第 13 条第 3 項第 1 号及び同第

6 項）４）。 

 

4．新資格化構想の是非 
 
 本節以降、「20-21WG」議事録内容を整理検討していく。本主題における論点整理の前提として、

新資格の必要性の是非に関する議事についてじゃっかんの整理をしておく。新資格化構想ついて

は、既存 2 資格を活用すべきという意見を持つ宮島清（日本社会事業大学専門職大学院教授）と、

新資格を作るべきであるという意見を持つ奥山眞紀子（日本子ども虐待防止学会理事長）との議論

のなかで推進派と慎重派双方の主旨が顕著となる。例えば、特に「子ども家庭福祉に関し専門的な

知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方について」を主たる議題とした第 2 回会議

では、児童相談所等における初任者専門職とスーパーバイザー（以下、ＳＶ）それぞれの資格の在

り方について議論がなされている。宮島は、2 つは分けて検討すべきであり、そのうえで既存資格

である「社会福祉士」を基盤とすべきであると主張する。 

 

基盤となる資格を何にするかということが大事な議論になってくると思いますが、私自身は、

既存の社会福祉士を基盤となる資格として考えるべきだろうと思っておりますが、ここにつ

いてはいろいろな意見があって、新たな資格を創設すべきではないか、どうなのかという議

論があるだろうと理解しております（2-2020/2/19-17-宮島）。 

 

 また後の会議で「覚書」に関する発言を行う加藤雅江（杏林大学医学部付属病院患者支援センタ

ー課長（後、同大教授）、「協会」常任理事）も宮島発言を受けて次のように述べる。 

 

今のお話を伺っていて、先ほど宮島先生がおっしゃられた、初任者とスーパーバイザーを別

の資格で考えていくというのが、私も現実的だなと思っていて。初任者に現在ある既存の資

格である程度質の担保をしておいて、そこをより充実させて、子どもに特化してスーパーバ

イズができるような人を作っていこうというのであれば、スーパーバイザーの任用に関して

は少し時間がかかるという考え方でいいのかなと思います（2-2020/2/19-20-加藤）。 
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 「20-21WG」全体を通して、少なくとも既存のソーシャルワーク専門職能団体関係委員はその濃

淡こそあるものの基本的には既存 2 資格を活用するという立場である。これに対して社会福祉学

領域委員を含む複数委員は新資格を主張しているが、その急先鋒の一人が奥山である。奥山の主張

の要点は一貫して、既存資格のカリキュラムでは「子ども家庭福祉」を学ぶ時間数が足りていない

（いわば「ネグレクト」されている）、という点である。そのうえで既存資格養成課程のカリキュ

ラムに子ども家庭福祉領域科目を個別的に増やすことが法制度上、無理なのであれば新資格を新

設すべきという主張である。 

 

社会福祉士と精神保健福祉士が１つになってソーシャルワーク全体を見るのだとしたら、そ

の中に余りにも子ども家庭福祉がない。それ自体がすごく大きな問題なのではないかと考え

ます。子ども家庭福祉は、物すごく大きな分野のはずです。ですから、高齢者と子ども家庭

福祉だったら、同等か、それ以上のはず。精神を加えて３つかもしれませんけれども、精神

も非常に大きな分野であることはたしかだと思いますけれども、そういうことを考えた中で、

子ども家庭がソーシャルワーカーの皆さんたちにいかにネグレクトされてきたかということ

ですね。そこが現在の非常に大きな出発点だということがよく分かりました。／（中略）こ

のワーキングがソーシャルワークの試験のことをとやかく決めるわけにはいかないので。例

えば資格をどうしましょうと言ったときに、ソーシャルワーカーの社会福祉士の資格とかを

考えている、議論しているところは別にあるわけですね。それと全く違った資格を作る以外

にここではないのか、それともそことリンクできるのか、そこを１つ教えてほしいところで

す（2-2020/2/19-34-奥山）。 

 

 この発言の後、事務局である厚労省子ども家庭局家庭福祉課虐待防止対策推進室長（以下、事務

局）から、「社会福祉士の科目に、例えば子どもの部分を拡充すべきという話について議論が出た

として、報告書の範囲では言えると思う」が、現実的には「実際には、これまで 10 年に１回、カ

リキュラム改正を行うという周期になっていまして、社会福祉士と精神保健福祉士は、まさに昨年

（2019 年 ※筆者注）の６月末にカリキュラム改正案を出して、再来年度（2021 年度 ※筆者注）

から施行されると聞いていますので、どこのタイミングでどう出せるかというスケジュール感も

あるので、現実的にそこが反映されるかどうかというのはあるかなと思っています」（2-2020/2/19-

35）という旨の説明がなされている。 

 

5．ソーシャルワーカー専門職資格の「共通基盤」の認識・理解における３つの齟齬 
 
 新資格化構想における論点は非常にシンプルなものである。すなわち①「共通基盤」（共通科目）

の上に既存 2 資格と「並列」に新資格を創設するか（3 つともスペシフィック、案 1）、あるいは
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上述した「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）」に関する事項も盛り込まれた「児童福

祉法等の一部を改正する法律案」が 2022 年 3 月 4 日衆議院に付託、その後、同年 5 月 17 日に一

部修正を経て衆議院本会議にて可決、即日参議院に送られ同年 6 月 8 日に本会議にて全会一致で

可決成立し、施行日を（一部を除いて）2024 年 4 月 1 日として、同 15 日に公布された。新資格構

想に関連する事項は「子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上」として内閣府令において「児童虐

待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について十分な知識・技術を有する者を新

たに児童福祉司の任用要件に追加する」こととなった（児童福祉法第 13 条第 3 項第 1 号及び同第

6 項）４）。 

 

4．新資格化構想の是非 
 
 本節以降、「20-21WG」議事録内容を整理検討していく。本主題における論点整理の前提として、

新資格の必要性の是非に関する議事についてじゃっかんの整理をしておく。新資格化構想ついて

は、既存 2 資格を活用すべきという意見を持つ宮島清（日本社会事業大学専門職大学院教授）と、

新資格を作るべきであるという意見を持つ奥山眞紀子（日本子ども虐待防止学会理事長）との議論

のなかで推進派と慎重派双方の主旨が顕著となる。例えば、特に「子ども家庭福祉に関し専門的な

知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方について」を主たる議題とした第 2 回会議

では、児童相談所等における初任者専門職とスーパーバイザー（以下、ＳＶ）それぞれの資格の在

り方について議論がなされている。宮島は、2 つは分けて検討すべきであり、そのうえで既存資格

である「社会福祉士」を基盤とすべきであると主張する。 

 

基盤となる資格を何にするかということが大事な議論になってくると思いますが、私自身は、

既存の社会福祉士を基盤となる資格として考えるべきだろうと思っておりますが、ここにつ

いてはいろいろな意見があって、新たな資格を創設すべきではないか、どうなのかという議

論があるだろうと理解しております（2-2020/2/19-17-宮島）。 

 

 また後の会議で「覚書」に関する発言を行う加藤雅江（杏林大学医学部付属病院患者支援センタ

ー課長（後、同大教授）、「協会」常任理事）も宮島発言を受けて次のように述べる。 

 

今のお話を伺っていて、先ほど宮島先生がおっしゃられた、初任者とスーパーバイザーを別

の資格で考えていくというのが、私も現実的だなと思っていて。初任者に現在ある既存の資

格である程度質の担保をしておいて、そこをより充実させて、子どもに特化してスーパーバ

イズができるような人を作っていこうというのであれば、スーパーバイザーの任用に関して

は少し時間がかかるという考え方でいいのかなと思います（2-2020/2/19-20-加藤）。 
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②既存 2 資格自体を「共通基盤」（共通科目）（ジェネリック）資格としたうえで、それに「上乗

せ」（新資格のみスペシフィック）のかたちで新資格を創設するか（案 2）、というものである。

しかし「20-21WG」では当該論点において何が「共通基盤」（共通科目）で何が「上乗せ」なのか

についての共通理解に当初から齟齬が生じたまま、加えてその齟齬に会議当初からあまり注意を

払われることなく進行している。齟齬が齟齬として顕わになる契機は第 7 回会議（2020 年 10 月 20

日）における「有識者ヒアリング」回での「ソ教連」会長白澤政和提出資料及び説明をふまえた委

員とのやり取り、及び第 8 回会議（2020 年 11 月 17 日）資料として事務局より配布された「更に

ご議論いただきたい論点」の「（３）子ども家庭福祉の資格の在り方」項目で「これまでの WG の

意見」を暫時的に上述した①と②の 2 案を図としてまとめたものとして示された「（新 ※筆者注）

資格の建付け」をふまえたやり取りである。第 8 回会議では議事の中で「左」、「右」の語が頻繁

に登場するが、第 8 回会議事務局資料の記載配置上のことであり、「左」が案 1（既存資格と同格

での新資格設置）、「右」が案 2（既存資格を活かしたうえでその上乗せで主として任用資格を設

置）を指す。ここでいう齟齬は、（1）新資格構想は既存資格と「並列」なのか「上乗せ」なのか？、

（2）「共通基盤」の議論と、既存資格の「統一化」の議論との混在に起因する齟齬、（3）ソーシ

ャルワーク既存資格の「統一化」を、既存資格の活用の正当化根拠とすることに起因する齟齬、の

3 点に大別できる。 

 

5.1 新資格構想は既存資格と「並列」なのか、既存資格の「上乗せ」なのか？ 

前節で上述のとおり「20-21WG」開始当初よりこの点に関して新資格慎重派（既存 2 資格活用

派）である宮島は、奥山による「社会福祉士の今の新養成課程を見ても児童に関する科目はほとん

どないのです」（2-2020/2/19-20-奥山）に対して「スペシフィック」と「ジェネリック」の関係につ

いて社会福祉士を基軸として次のように説明している。 

 

スペシフィックとかジェネリックという言葉を使うといろいろな観点があるので、前回の会

議で西澤先生が、ジェネリックとはこういう意味ですかということを御質問されたと思いま

す。いろいろな考え方がありますけれども、共通基盤を持ったソーシャルワークが展開でき

て、その上にスペシフィックな領域ごとの深い知識、専門知識があるということは、さっき

奥山委員も、医師の資格があった上で専門医の認定がありますと。この構図を見失ってはな

らないだろうと申し上げたいと思います（2-2022/2/19-21-22-宮島）。 

 

基礎資格については、既存の専門資格を活用・基盤とすることが現実的であると考える。こ

れは、既存の専門資格としては社会福祉士をイメージしています（2-2022/2/19-22-宮島）。 

 

 第 2 回会議では宮島を含む 3 名の委員が「構成員提出資料」を提出している（他 2 名は、安部計

彦西南学院大学人間科学部社会福祉学科教授、江口晋大阪府中央子ども家庭センター所長）。安部
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による「子ども虐待ソーシャルワーク教育課程（仮）（試案）」は、それの帰結が「資格」なのか「学

び」であるかは必ずしも明確に示されていないものの「基盤（ベース）となるソーシャルワークの

学び」に社会福祉士及び精神保健福祉士を置いている。宮島はここで議論となっている「初任者に

（も）求める資格」の位置付けについては前節で上述したことと同様に「既存の専門資格を活用・

基盤とすることが現実的」としたうえで、「もしも新たな専門職資格を創設する場合にしても、そ

の養成は、①既存の社会福祉専門職を養成する教育機関等の参入を前提とするか、②行政（国、自

治体）が直接ないし行政から委託を受けた民間団体（教育機関、社会福祉法人、専門職団体等。）

が行うか、③その他の方法で行うかのいずれかである」としている（2-2022/2/19-構成員提出資料）。 

他方、新資格推進派の奥山は新資格慎重派の提出資料をふまえて、特に加藤に対して以下の発言

（質問）をしている。すなわち、この段階で委員間において、何が「共通基盤」（共通科目）で、

何が「上乗せ」なのかについての共通理解に齟齬があることを端的に示している。 

 

加藤委員に質問ですけれども、社会福祉士がベースで、その上にスペシフィックで精神保健

福祉士があるというのなら話は分かるのですけれども、何で半分の社会福祉士のカリキュラ

ムに精神保健が来て、それが精神保健福祉士という資格になっているのか。そこがさっきの

御意見と違う気がするのです。つまり、ジェネリックに全部ができて、その上に精神保健が

あればいいでしょう。児童家庭がそうでしょうというのと同じじゃないと思うのですけれど

も、どうして今は違うのですか（2-2020/2/19-23-奥山）。 

 

私がいまだによく分からないのは、社会福祉士をベースに精神保健福祉士ができているなら、

その精神保健福祉士と同じように児童家庭福祉士、子ども家庭福祉士を作ればいいと思うの

です。今、精神保健福祉士の基礎部分というのは、社会福祉士と同一の基礎部分というのが

あるわけですね。それを基礎にされていると思うのです。その基礎の部分に精神保健のとこ

ろが乗って精神保健福祉士になっているわけですね。それと同じように、子ども家庭福祉士

というのを作ることは全然問題ないのではないか。その中で全体も見ることができれば、精

神保健の学習をするのと同じように子ども家庭のところに特化したカリキュラムが勉強され

るということになれば、私はそれでも一つの案ではないかなと思います（2-2020/2/19-29-30-

奥山）。 

 

上述のとおりこの齟齬は関係団体のヒアリング回である第 7 回会議（2020 年 10 月 20 日）にお

けるソ教連による説明提案と奥山とのやり取りにより、顕わになる。ソ教連は 2020 年 10 月 12 日

から 16 日にかけて加盟校に対して実施した「子ども家庭福祉分野の養成教育に関する緊急アンケ

ート」の調査結果の詳細な分析結果を当日資料として提示している。齟齬が齟齬として顕わになる

契機はソ教連による当該資料が、①「ワーキンググループで論点になっている『子ども家庭福祉に

関する教育内容』として『児童と家庭に対する支援と児童家庭福祉制度』ほかを指定科目にしてい
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②既存 2 資格自体を「共通基盤」（共通科目）（ジェネリック）資格としたうえで、それに「上乗

せ」（新資格のみスペシフィック）のかたちで新資格を創設するか（案 2）、というものである。

しかし「20-21WG」では当該論点において何が「共通基盤」（共通科目）で何が「上乗せ」なのか

についての共通理解に当初から齟齬が生じたまま、加えてその齟齬に会議当初からあまり注意を

払われることなく進行している。齟齬が齟齬として顕わになる契機は第 7 回会議（2020 年 10 月 20

日）における「有識者ヒアリング」回での「ソ教連」会長白澤政和提出資料及び説明をふまえた委

員とのやり取り、及び第 8 回会議（2020 年 11 月 17 日）資料として事務局より配布された「更に

ご議論いただきたい論点」の「（３）子ども家庭福祉の資格の在り方」項目で「これまでの WG の

意見」を暫時的に上述した①と②の 2 案を図としてまとめたものとして示された「（新 ※筆者注）

資格の建付け」をふまえたやり取りである。第 8 回会議では議事の中で「左」、「右」の語が頻繁

に登場するが、第 8 回会議事務局資料の記載配置上のことであり、「左」が案 1（既存資格と同格

での新資格設置）、「右」が案 2（既存資格を活かしたうえでその上乗せで主として任用資格を設

置）を指す。ここでいう齟齬は、（1）新資格構想は既存資格と「並列」なのか「上乗せ」なのか？、

（2）「共通基盤」の議論と、既存資格の「統一化」の議論との混在に起因する齟齬、（3）ソーシ

ャルワーク既存資格の「統一化」を、既存資格の活用の正当化根拠とすることに起因する齟齬、の

3 点に大別できる。 

 

5.1 新資格構想は既存資格と「並列」なのか、既存資格の「上乗せ」なのか？ 

前節で上述のとおり「20-21WG」開始当初よりこの点に関して新資格慎重派（既存 2 資格活用

派）である宮島は、奥山による「社会福祉士の今の新養成課程を見ても児童に関する科目はほとん

どないのです」（2-2020/2/19-20-奥山）に対して「スペシフィック」と「ジェネリック」の関係につ

いて社会福祉士を基軸として次のように説明している。 

 

スペシフィックとかジェネリックという言葉を使うといろいろな観点があるので、前回の会

議で西澤先生が、ジェネリックとはこういう意味ですかということを御質問されたと思いま

す。いろいろな考え方がありますけれども、共通基盤を持ったソーシャルワークが展開でき

て、その上にスペシフィックな領域ごとの深い知識、専門知識があるということは、さっき

奥山委員も、医師の資格があった上で専門医の認定がありますと。この構図を見失ってはな

らないだろうと申し上げたいと思います（2-2022/2/19-21-22-宮島）。 

 

基礎資格については、既存の専門資格を活用・基盤とすることが現実的であると考える。こ

れは、既存の専門資格としては社会福祉士をイメージしています（2-2022/2/19-22-宮島）。 

 

 第 2 回会議では宮島を含む 3 名の委員が「構成員提出資料」を提出している（他 2 名は、安部計

彦西南学院大学人間科学部社会福祉学科教授、江口晋大阪府中央子ども家庭センター所長）。安部
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る社会福祉士養成をもとにして回答」している点、及び②「精神保健福祉士養成においても、精神

保健に特化した科目の内容には子ども家庭福祉あるいは子どもへの虐待の内容を含んだ教育を行

っている。ここで回答している内容は、今後、精神保健福祉士についても社会福祉士をベースに対

応していく」ということを前提にしている点である。ここでのソ教連（白澤）の説明の主旨は社会

福祉士同様に精神保健福祉士も、その資格そのものが「共通基盤」（ジェネリック）ではあるが、

精神保健福祉士養成課程単独で見るかぎり「子ども家庭福祉」や（子どもの問題とも関わる）「貧

困」に関する科目が無いため、あくまで社会福祉士をベースとして説明したのであり、精神保健福

祉士については足りない科目も担保する形での上乗せ資格を検討するべきということである。し

かしながらこの説明は何が共通基盤であり、何が上乗せであるのかについて明確に説明されたも

のではなかったため、新資格推進派にとっては（特にジェネリックな資格として説明されている精

神保健福祉士の位置付けが）きわめて分かりにくいものとなる。要は、新資格慎重派（白澤）は資

格自体が「共通基盤」であるという説明をする一方、新資格推進派は既存 2 資格課程を構成する科

目の一部が「共通基盤」（共通科目）という認識・理解をしているのである。この齟齬が齟齬とし

て解消されないまま議論が継続していくことになる。以下は奥山と白澤の当該関連のやり取りで

ある。 

 

それから、先ほど来、新しい資格なのか、上乗せなのかということでお話をいただいている

のですけれども、例えば精神保健福祉士は社会福祉士の基礎科目の上に社会福祉士とはちょ

っと違ったものが乗っているわけですよね。そういう意味で新しいと考えておられるのか、

それとも全く新しいという意味で捉えておられたのか、その辺がよく分からなかったのでお

聞かせいただきたいと思います（7-2020/10/20-53-54-奥山）。 

 

先ほどジェネラリストとかスペシャリストの話が随分出てまいりましたが、我々は、社会福

祉士というのはジェネラリストと考えているわけです。ジェネラリストの上にスペシャリス

トをつくり上げていくというのが基本的な考え方であります。／そういう意味で、精神保健

福祉士についてはジェネリックの部分をきちんと取った上に乗せていって、例えば先ほどの

子ども家庭ソーシャルワーク教育課程というものをきちんと上乗せすることを考えていこう

ということで、だから、今日も社会福祉士を前提に議論させていただいたのはそういうとこ

ろにあるというふうに御理解いただければありがたいと思います。同時に、どちらもがそう

いうような科目さえ取っていただければ、今言ったように、我々の段階では認証して認定を

していくという作業になるということでございます（7-2020/10/20-54-白澤）。 

 

私の頭がついていけていないのですけれども、ということは、社会福祉士のジェネリックな、

精神保健福祉士との共通科目の上に子ども家庭福祉を乗せるということで認定をしていくと

いうことなのですか（7-2020/10/20-54-奥山）。 
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いえ、今申し上げましたように、これはもう一度科目をお読みいただくと分かるのですが、

精神保健福祉士の養成課程には子ども家庭福祉科目だけではなくて、例えば貧困の問題も科

目としては置いていないということもあります。虐待の問題や子どもの問題は貧困とも随分

関わっているわけです。そういうような科目として、我々が子ども家庭ソーシャルワーク教

育課程というものをつくるとすれば、それなりにジェネリックな教育課程で学んだ人材をど

うつくって、その上にどう乗せるのかということを考えなければなりませんから、そういう

議論が前提にありますということを御説明させていただいたというふうに御理解ください

（7-2020/10/20-54-白澤）。 

 

そして、「共通基盤」（共通科目）に何を置き、そして新資格をどこに置くかという論点が整理さ

れないまま、上述の通り第 8 回会議（2020 年 11 月 17 日）において、資料として事務局より「更

にご議論いただきたい論点」が配布される。この資料において事務局により「これまでの WG の

意見」を暫時的に 2 案（「左」が並列、「右」が上乗せ）にまとめたものが「図」として提示される。

この図はこれまでの「20-21WG」における、何が「共通基盤」（共通科目）で何が「上乗せ」なの

かについての共通理解の齟齬を比較的明快に表したものであった。むろんこれまでの議論の流れ

からいえば新資格推進派は「左」、慎重派は「右」を主張することになるはずであったが、逆にこ

の図が提示されたことにより、（特に新資格慎重派の論調が）さらなる齟齬と撞着が顕わになる。

加えて、例えば以下のような既存 2 資格養成校の委員による所属校の個別事例としての発言も上

述の齟齬を強化させている。 

 

うちの大学では社会福祉士を取らないと精神保健福祉士が取れませんので、両方を取って卒

業する学生もいます。難しいのは、左側の表の共通科目というところがあって、多くの学生

が共通科目が取れなくて社会福祉士が取れないということで、精神を取る子はみんな社会福

祉が取れるのですけれども、それは共通科目があるからです。／子ども家庭福祉が易しい試

験になるとは全然思わないです。なぜかというと、ソーシャルワークの基礎科目を、ソーシ

ャルワークだけではないのですけれども、しっかり勉強しないと取れない資格になってくる

と、共通科目のところできちんとソーシャルワークを理解した上で、特化したところの子ど

も家庭福祉というのが取れると考えたほうがいいと思います（8-2020/11/17-8-38-39-安部）。 

 

5.2 「共通基盤」の議論と既存資格の「統一化」の議論との混在に起因する齟齬 

前項の奥山の主張はシンプルにいえば、社会福祉士を「共通基盤」（ジェネリック）とするので

あれば上乗せの精神保健福祉士と並列に新資格を置けばよいし（スペシフィック）、既存 2 資格の

土台に「共通基盤」科目（ジェネリック）がありその上に既存 2 資格ともにスペシフィックな資格

として位置付けられているのであれば、やはりそこに並列で新資格を置けば良いのではないかと
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る社会福祉士養成をもとにして回答」している点、及び②「精神保健福祉士養成においても、精神

保健に特化した科目の内容には子ども家庭福祉あるいは子どもへの虐待の内容を含んだ教育を行

っている。ここで回答している内容は、今後、精神保健福祉士についても社会福祉士をベースに対

応していく」ということを前提にしている点である。ここでのソ教連（白澤）の説明の主旨は社会

福祉士同様に精神保健福祉士も、その資格そのものが「共通基盤」（ジェネリック）ではあるが、

精神保健福祉士養成課程単独で見るかぎり「子ども家庭福祉」や（子どもの問題とも関わる）「貧

困」に関する科目が無いため、あくまで社会福祉士をベースとして説明したのであり、精神保健福

祉士については足りない科目も担保する形での上乗せ資格を検討するべきということである。し

かしながらこの説明は何が共通基盤であり、何が上乗せであるのかについて明確に説明されたも

のではなかったため、新資格推進派にとっては（特にジェネリックな資格として説明されている精

神保健福祉士の位置付けが）きわめて分かりにくいものとなる。要は、新資格慎重派（白澤）は資

格自体が「共通基盤」であるという説明をする一方、新資格推進派は既存 2 資格課程を構成する科

目の一部が「共通基盤」（共通科目）という認識・理解をしているのである。この齟齬が齟齬とし

て解消されないまま議論が継続していくことになる。以下は奥山と白澤の当該関連のやり取りで

ある。 

 

それから、先ほど来、新しい資格なのか、上乗せなのかということでお話をいただいている

のですけれども、例えば精神保健福祉士は社会福祉士の基礎科目の上に社会福祉士とはちょ

っと違ったものが乗っているわけですよね。そういう意味で新しいと考えておられるのか、

それとも全く新しいという意味で捉えておられたのか、その辺がよく分からなかったのでお

聞かせいただきたいと思います（7-2020/10/20-53-54-奥山）。 

 

先ほどジェネラリストとかスペシャリストの話が随分出てまいりましたが、我々は、社会福

祉士というのはジェネラリストと考えているわけです。ジェネラリストの上にスペシャリス

トをつくり上げていくというのが基本的な考え方であります。／そういう意味で、精神保健

福祉士についてはジェネリックの部分をきちんと取った上に乗せていって、例えば先ほどの

子ども家庭ソーシャルワーク教育課程というものをきちんと上乗せすることを考えていこう

ということで、だから、今日も社会福祉士を前提に議論させていただいたのはそういうとこ

ろにあるというふうに御理解いただければありがたいと思います。同時に、どちらもがそう

いうような科目さえ取っていただければ、今言ったように、我々の段階では認証して認定を

していくという作業になるということでございます（7-2020/10/20-54-白澤）。 

 

私の頭がついていけていないのですけれども、ということは、社会福祉士のジェネリックな、

精神保健福祉士との共通科目の上に子ども家庭福祉を乗せるということで認定をしていくと

いうことなのですか（7-2020/10/20-54-奥山）。 
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いうものである。奥山の質問（疑問）は、精神保健福祉士ははたしてジェネリックな資格なのか、

それともスペシフィックな資格なのかということに関する新資格慎重派の説明が必ずしも明確且

つ一定していないことに起因している。そもそも奥山の理解の根底には「精神保健（福祉）」はあ

くまでスペシフィックなものという前提がある。 

それに対して新資格慎重派は既存 2 資格がジェネリックな位置付けにあることを説明する以前

に、ジェネリックな資格が 2 つに分立していることの「釈明」と本来的には（既存 2 資格ともにジ

ェネリックなのだから）「統一」されるべきという、本旨とは位相の異なる主張を展開する（して

しまっている）。 

 

本来、ソーシャルワーカーの資格というのは１つであるべきだろうと思うのですけれども、

成立の過程からそのあたりがうまくいかなかったところが大きな課題です。なので、先々の

問題、先ほどの 10 年、20 年というところの視点で行くのであれば、資格が１つになるとい

うことは理想だと思います。ただ、現実、分かれてしまっているというところがあると理解

いただくしかないかなと思います（2-2020/2/19-23-加藤）。 

 

社会福祉士と精神保健福祉士という２つの現状でソーシャルワークの国家資格があるけれど

も、これは歴史的な経過があったということだと思います。ただ、私はそこを詳しく学んで

いないので、さっき加藤委員と奥山委員が別の時間だということだったら、私も入れてもら

って学ぼうと思いますけれども、本来は１つであるべきであったということが多くの、少な

くとも私の知っている範囲では聞いておりますし、今後、それを一本化するという方向を目

指そうという動向にあると考えています（2-2020/2/19-31-宮島）。 

 

ここでの議論の焦点は上述のとおり「共通基盤」（共通科目）に何を置き、そして新資格をどこ

に置くか、というものであり、既存資格が 2 つある歴史的経緯やそれの統一化の議論は本来、位相

の異なる論点である。この後の議論ではこの論点の腑分けと整理があいまいなまま議論が続くこ

とになる。「共通基盤」に何を置くかについての共通理解の齟齬はそのまま第 3 回会議で事務局よ

り配布された「第 2 回ワーキンググループにおける主な指摘事項①」資料中の「資格の在り方」と

して整理された文章に２案、反映される。一つ目は社会福祉士（のみ）が「共通基盤」（ジェネリ

ック）としての既存資格であり、新資格は「精神保健福祉士と同じように社会福祉士と同一の共通

科目の基礎部分の上に」作る旨、説明されている。二つ目は、新資格慎重派の意見として既存資格

の「統一化」の考え方があることを見据えて、それの上乗せとしての新資格を据えるというもので

ある。上述した論点の腑分けと整理のあいまいさがそのまま厚労省事務局整理資料として配布さ

れる。 

 

・精神保健福祉士と同じように、社会福祉士と同一の共通科目の基礎部分の上に専門科目を 
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 持ってきて、子ども家庭福祉士を作ればよいのではないか。 

・対象となる事例に非常に多様性があり、社会福祉資格全体がまとまっていくという潮流を 

 ベースに考えると、初任者にも求める資格は社会福祉士等の既存の専門資格を活用し、基 

 盤とすることが現実的ではないか（3-2020/6/19-事務局資料）。 
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     る齟齬 
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特に新資格推進派による既存 2 資格統一化議論の「現実性」に関する質問に対して、新資格慎重派
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もう一つは、さっきの分断化がどうのこうのとおっしゃっていらっしゃいますけれども、だ

ったら分断化はもう統合してくれていなければ困るんです。それが統合されていなくて精神

保健福祉士があるんだったら、それと同じように子ども家庭福祉士をつくり、それから統合

が必要になったら子ども家庭福祉士も一緒に統合を考えていくというのがプロセスだと思い
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と言っているので、ソーシャルワークの資格のことをやっている連中がどの方向に向いてい

ようが、それは関係ないことです。要するに、子どもや家族をセンタードで考えるべきだと

思っているので、業界の状況がどうかというのは知ったことではないというのが私の率直な

意見です（9-2020/12/18-20-西澤（西澤哲・山梨県立大学人間福祉学部・福祉コミュニティ学

科教授））。 

 

日本ソーシャルワーカー連盟というものが団体としてございます。これが、ソーシャルワー

カー協会さん、社会福祉士会、精神保健福祉士会、医療社会福祉協会さん、４団体で構成し

ているものです。この団体の中にソーシャルワーカー関係団体の在り方検討プロジェクトと

いうものがありまして、2018 年から昨年の 6 月までずっと 10 回にわたって検討してきたと

いう歴史が流れとしてあります。この中の統括として、ソーシャルワーカーとしてのアイデ

ンティティをより確固なものにしていくために、将来構想として組織の統合や資格の統合を

含めて考えて取り組んでいくことが重要であるとされているというのが１つございます。こ

れに対して、今、覚書を４団体で作成するという段に入っておりますので、全く個人的にお

話ししてこの話が出てきたということではなく、ソーシャルワーカーの専門職である４団体

がまとめて考えてこういうことを提示しているというところを承知いただきたいと思います

（10-2021/1/26-13-加藤）。 

 

今の加藤委員の意見を聞きながら、インターネットで日本ソーシャルワーカー協会のホーム

ページを見て探しているのですけれども、その議論や提言が見つからないのです。もう一回、

正確に、何という会議で議論されて、どういう提言が出されたのか、それはネットに載って

いるのかどうかを教えてもらっていいですか（10-2021/1/26-15-藤林（藤林武史・福岡市こど

も総合相談センター所長））。 

 

ごめんなさい。ネットに載せてというところまでの段階には行っていないです。それよりも、

この４つの団体、日本ソーシャルワーカー連盟という、そちらを確認いただければと思うの

ですけれども、こちらで４団体が交流をしていこうというところで、例えば、それぞれの学

会に参加できるとか、そういったことの交流を含めてしていきましょうということであった

り、ソーシャルワーカーデーを４団体で設けておりまして、そこでシンポジウムを開催した

り、そういった流れはそちらで確認いただけると思いますので、全く事実無根で動いている

ということではなく、この４つの団体が一緒に１つの日本ソーシャルワーカー連盟を構成し

ているということは御理解いただけたらと思います（10-2021/1/26-15-加藤）。 

 

連盟があると私も改めて今認識したわけですけれども、ホームページにはそういった統合化

に向けての提言とかは掲載されていないということなのですね（10-2021/1/26-15-藤林）。 
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今はまだ議論の途中であって、先ほど申しましたように、在り方に関して詰めているところ

で、最終的なところで１月の半ば（2021 年 1 月 ※筆者注）にお話がまとまるところになっ

ておりますので、そうすれば目に触れる機会が出てくるかと思います（10-2021/1/26-15-16-加

藤）。 

 

私は医師なのですけれども、一般の我々の目に触れないものを事実と言われても、それは事

実と言っていいのかどうかというのは疑問に思います（10-2021/1/26-16-藤林）。 

 

 「覚書」については「連盟」のもう一つの主要な職能団体である医療分野のソーシャルワーカー

の職能団体である日本医療ソーシャルワーカー協会（2021 年度より現名称）を代表する委員から

もそれの団体間での確認が間近である旨の発言がなされている。 

 

日本ソーシャルワーカー連盟の構成団体の一つである日本医療社会福祉協会としてお話しさ

せていただきます（中略）／藤林先生からこれが公になるのかということについても先ほど

お話がありましたけれども、ちょうどこの１月中に取りまとめをされているところなので、

この先、例えば、ホームページ等で公開するかどうかということについては、また改めて御

確認いただければと思います。／今の事実としては、覚書が今後交わされるというところま

で話がまとまっているということはお伝えしておきたいなと思いました（10-2021/1/26-17-18-

佐藤（佐藤杏・国立成育医療研究センター医療連携・患者支援センターソーシャルワーカー 

日本医療社会福祉協会調査研究部 周産期・小児領域担当））。 

 

6．考察 ―新資格化構想と「分立」資格を前提として職域拡大する精神保健福祉士 
 との撞着の諸相― 
 
 「20-21WG」議事録を精読するかぎり、新資格推進派による慎重（反対）派に対する疑義の主旨

は、なぜ社会福祉士と精神保健福祉士は分立して存在しているのかということではなく、なぜ社会

福祉士が「共通基盤」（ジェネリック）資格として在り、その上にスペシフィックな資格として精

神保健福祉士が創設・設置されている（と新資格推進派は認識している）にもかかわらず、新資格

慎重（反対）派は既存 2 資格ともにジェネリックな資格としてみなしたうえで、その上に内容を妥

協した（と新資格推進派は認識している）新資格を＜上乗せ・民間＞資格として創設しようとする

のか、上述の精神保健福祉士の位置付けと同様にジェネリックな資格としての社会福祉士の上に

並立したかたちで新資格を創設することは不合理なのか、という理路である。この、いっけん明快

な新資格推進派による理路は、「20-21WG」において新資格慎重派あるいは推進派問わず既存の社

会福祉学領域の側によるソーシャルワーク専門職の「共通基盤」に関する理解・認識が一定してい
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この４つの団体、日本ソーシャルワーカー連盟という、そちらを確認いただければと思うの
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り、ソーシャルワーカーデーを４団体で設けておりまして、そこでシンポジウムを開催した

り、そういった流れはそちらで確認いただけると思いますので、全く事実無根で動いている

ということではなく、この４つの団体が一緒に１つの日本ソーシャルワーカー連盟を構成し
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連盟があると私も改めて今認識したわけですけれども、ホームページにはそういった統合化

に向けての提言とかは掲載されていないということなのですね（10-2021/1/26-15-藤林）。 
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ないことに起因している。両者の認識の齟齬を更に拡大させた原因は、新資格慎重派が既存 2 資

格ともにジェネリックな位置付けにあることを説明する以前に、ジェネリックな既存 2 資格が 2 つ

に「分立」していることの「釈明」と本来的には（両資格ともにジェネリックなのだから）「統一」

されるべきという、本旨とは位相の異なる主張を展開したことに起因している。結果的に、新資格

推進派は既存 2 資格の統一化の話が「事実」として存在しているのであれば、そしてそれが新資格

化構想の妨げになっているのであれば早く「統一」すべき（あるいは、どうでもよい（上述、西澤

発言））という主張を行い、対して新資格慎重派も既存 2 資格の統一化議論は「事実」であること

を「錦の御旗」として新資格に慎重（反対）の姿勢を貫き、取り急ぎ、「国家」資格としての新資

格化構想は見送られることになる。少なくとも「20-21WG」では、既存 2 資格の統一化に向けての

議論が「覚書」という「事実」として在る、ということが、新資格化構想を見送る契機の一つとな

っていたのである。 

 それでは、本稿の主題である「撞着」とはそもそも何を指すのか。 

 以上で述べてきた新資格化構想の経緯に関連して、「協会」は不明瞭な動きをしている。2021 年

7 月 15 日付「協会」会報『精神保健福祉』（日本精神保健福祉士協会 2021→№232 より『PSW 通

信』から名称変更）に掲載されている理事会報告（概要）において、「連盟」により「社会福祉士、

精神保健福祉士の資格を統一し、新たな資格の創設に向けて取り組む」と記述された「覚書」が作

成されたものの、「協会」の「根幹にかかわる重要事項が含まれるにもかかわらず、理事会決議等

の組織決定の手続を欠くため無効であり、加えて「協会」内での議論が尽くされていないことから

現時点での事後承認をしない」ことが、新資格議論の場が「21-22 社保審専門委員会」に移った時

期でもある 2021 年 5 月 30 日「協会」臨時理事会において提案のうえ承認された旨の説明記載が

ある。また当該事案に関しては「協会」会員専用サイトにおいて文書作成のうえ公開されることも

あわせて確認されている（2021 年 6 月 9 日付「『覚書』に係る本協会の対応について」として公

開済。当該文書の引用の可否について「協会」に問い合わせをしたところ(「協会」顧問弁護士と

も相談のうえ)「不可」との応答をもらっている。そのため本稿では当該文書の内容には触れてい

ない）。 

 上述の「覚書」が「協会」の方針により結果的に未承認且つ非公開の状況になっていることは、

「協会」と精神保健福祉士に対して避けて通ることはできないシンプルな撞着を生起させる。すな

わち、精神保健福祉士「分立」資格化の経緯をふまえれば、新資格化構想という「分立」資格構想

についても本来であれば容認せざるを得なくなる。加えて「覚書」に対する「協会」対応にあらわ

れているように、「協会」が新資格化構想を「見送らせる」ための「名目」にもしていた既存 2 資

格の統一化に「保留」あるいは「反対」の立場を示すのであれば、やはり同様に新資格化構想とい

う「分立」資格化構想も容認せざるを得なくなる、という撞着（矛盾）である。 

 

7．結語 
 

名古屋市立大学大学院人間文化研究科　人間文化研究　第 39 号　2023 年 1 月

86



「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー」資格化構想と 
「分立」資格を前提として職域拡大する精神保健福祉士との撞着の諸相 （樋澤 吉彦） 

19 

 以上、本稿では特に「20-21WG」における議論を素材として、新資格化構想と「分立」資格を前

提として職域拡大する精神保健福祉士との撞着の諸相について整理検討を行った。 

 今後の研究課題として以下の「問い」の設定がなされる。すなわち両者ともソーシャルワーカー

という同種の「専門」職であるにも関わらず、加えて新資格化構想に反対の立場をとる際には、特

にこの点を強調していたにも関わらず、なぜ社会福祉士と精神保健福祉士という当該専門職資格

のみ「分立」したうえでの存在が許容されるのか、という至極シンプルかつ根源的な「問い」であ

る。この「問い」を換言すれば、社会福祉士とは異なる限定的な目的をもつ「別建て」の資格が「早

急」に必要であることを種々の「根拠」を基にしたうえで希求し、それを精神保健福祉士というか

たちに結実させ、制度的に排他的職能を獲得したという経緯があるにも関わらず、「分立」資格化

の根拠でもある当初の領域の「越境」を志向している「協会」に「妥当性」と「正統性」は存する

のかという「問い」である。この問いは今後、本稿で整理検討を行った新資格化構想の更なる精査

を含めて、上述の通り、当該専門職の「制度」としての専門職性（専門職制度）の「由来」の探索

を通して解題されることになる。 

 

 ＊本稿は 2022 年度名古屋市立大学特別研究奨励費の助成を受けたものである。 

 

（注） 
１）本報告で用いている報告書等の出典は以下の通り（引用順，URL は全て 2022 年 9 月 1 日現在）。 

・社保審「児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会」（2014 年 9 月 19 日～2015 年 8 月 10 日） 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_217808.html  

 同「報告書」（2015 年 8 月 28 日） 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000095738.html 

・社保審「新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会」（2015 年 9 月 7 日～2016 年 3 月 10 月） 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_294280.html 

 同「報告（提言）」（2016 年 3 月 10 日） 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000116162.html 

・社保審「市町村･都道府県における子ども家庭相談支援体制の強化等に向けたワーキンググループ」

（2018 年 9 月 12 日～2018 年 12 月 26 日） 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_211737_00001.html 

 同「とりまとめ」（2018 年 12 月 27 日） 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000173365_00014.html 

・「20-21WG」 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-kodomo_554389_00011.html 

 同「とりまとめ」 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16500.html 
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を「錦の御旗」として新資格に慎重（反対）の姿勢を貫き、取り急ぎ、「国家」資格としての新資

格化構想は見送られることになる。少なくとも「20-21WG」では、既存 2 資格の統一化に向けての

議論が「覚書」という「事実」として在る、ということが、新資格化構想を見送る契機の一つとな

っていたのである。 

 それでは、本稿の主題である「撞着」とはそもそも何を指すのか。 

 以上で述べてきた新資格化構想の経緯に関連して、「協会」は不明瞭な動きをしている。2021 年

7 月 15 日付「協会」会報『精神保健福祉』（日本精神保健福祉士協会 2021→№232 より『PSW 通
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精神保健福祉士の資格を統一し、新たな資格の創設に向けて取り組む」と記述された「覚書」が作

成されたものの、「協会」の「根幹にかかわる重要事項が含まれるにもかかわらず、理事会決議等

の組織決定の手続を欠くため無効であり、加えて「協会」内での議論が尽くされていないことから

現時点での事後承認をしない」ことが、新資格議論の場が「21-22 社保審専門委員会」に移った時

期でもある 2021 年 5 月 30 日「協会」臨時理事会において提案のうえ承認された旨の説明記載が

ある。また当該事案に関しては「協会」会員専用サイトにおいて文書作成のうえ公開されることも

あわせて確認されている（2021 年 6 月 9 日付「『覚書』に係る本協会の対応について」として公

開済。当該文書の引用の可否について「協会」に問い合わせをしたところ(「協会」顧問弁護士と

も相談のうえ)「不可」との応答をもらっている。そのため本稿では当該文書の内容には触れてい

ない）。 

 上述の「覚書」が「協会」の方針により結果的に未承認且つ非公開の状況になっていることは、

「協会」と精神保健福祉士に対して避けて通ることはできないシンプルな撞着を生起させる。すな

わち、精神保健福祉士「分立」資格化の経緯をふまえれば、新資格化構想という「分立」資格構想

についても本来であれば容認せざるを得なくなる。加えて「覚書」に対する「協会」対応にあらわ

れているように、「協会」が新資格化構想を「見送らせる」ための「名目」にもしていた既存 2 資

格の統一化に「保留」あるいは「反対」の立場を示すのであれば、やはり同様に新資格化構想とい

う「分立」資格化構想も容認せざるを得なくなる、という撞着（矛盾）である。 

 

7．結語 
 

「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー」資格化構想と

「分立」資格を前提として職域拡大する精神保健福祉士との撞着の諸相（樋澤　吉彦）

87



名古屋市立大学大学院人間文化研究科 人間文化研究 第 39 号 2023 年 1 月 

20 

・「21-22 社保審専門員会」 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_126712.html 

 同「（令和 3 年度）報告素」 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_23851.html 

２）秋山は社会福祉専門職研究に関して「専門性」、「専門職性」、「専門職制度」の 3 つの概念に大別したうえ

で、それぞれについてレベル、理念・目的、理論、方法・技術、手段的価値、理念・目的の達成手段の 5

つの要点に分類している（秋山 2007）。本報告は秋山に倣い「職業」レベルとしての「専門職性」、及びそ

の制度的土台となる「制度・システム」レベルとしての「専門職制度」に焦点化しつつ、適宜両用語を使

い分けている。 

３）「協会」第 6 回定時総会（2018 年 6 月 17 日、国際ファッションセンター）の〔報告事項〕に対して、代議

員による「今後、メンタルヘルスソーシャルワーク、メンタルヘルスソーシャルワーカーという用語を積

極的に使っていくのか？」という質疑に対して「協会」執行部は「現時点で方針は出ていない。現在、『PSW

通信』で『PSW という名称を考える』を連載しているが、本協会の英語表記をはじめ議論を深めていく必

要がある、と回答」した旨の記録がある（日本精神保健福祉士協会 2018：3）。またこれより前、少なくと

も 2017 年度の「協会」ブロック会議において「本協会の英語表記に関する件」として「MHSW」への略称

変更の議題が提示されている。その後、2019 年度ブロック会議では「報告（確認）事項」として「本協会

の英語表記等の変更に関する件」が次の「協会」総会に提案される旨、提示されている。そのうえで 2020

年 6 月 21 日に開催された「協会」第 8 回定時総会において「第 2 号議案 定款の変更に関する件」として

「本協会の英語による表記及び略称の変更」提案され、各ブロック代議員からの種々の意見が出たうえで

承認されるに至っている（賛成 71 人、保留 7 人、反対 3 人、棄権（無効）1 人）。なお本報告ではこの議

題にしたがい引用箇所以外は「略称」という表記に統一している。 

４）ソーシャルワーク関連職能団体等は新資格化構想に対して以下の通り、現時点で 7 回の見解・要望を発信

している。 

①「『児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会報告書』に関する提案及び依頼」（2015 年 9 月 17 日、

日本社会福祉士会会長、日本精神保健福祉士協会会長、日本社会福祉士養成校協会（当時）会長、日

本精神保健福祉士養成校協会（当時）会長、日本社会福祉教育学校連盟（当時）会長、日本社会福祉

学会会長発、提出先：児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会委員長宛、「（前略）新たな資格

を検討するのではなく、（または検討する前に）（中略）社会福祉士及び精神保健福祉士（中略）これ

ら国家資格の積極的活用を前提とした検討を提案します（後略）。」） 

②「『新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会報告 骨子案』についての要望」（2015 年 11 月

25 日、同上発、厚労省社会・援護局長、同 雇用均等・児童家庭局長、社保審児童部会新たな子ども

家庭福祉のあり方に関する専門委員会委員長宛、「（前略）骨子案『2-（2）子ども家庭福祉を担う専

門職の資格化』において、『専門職を国家資格として創設する』とあるが（中略）現時点においては

拙速に新たな国家資格の創設を検討するのではなく（中略）任用要件としていただきたい。／また、

その際は以下の理由（略）から社会福祉士、精神保健福祉士を基礎要件としていただきたい（後略）。」） 
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③「『新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会報告案（たたき台）』についての意見」（2015 年

11 月 30 日、同上発、同上宛、「（前略）児童相談所に必要な人材として、『児童心理司、保健師、医

師について法律上、児童相談所への配置を明記する。』ということであれば、ソーシャルワーク業務

を行う国家資格である社会福祉士及び精神保健福祉士が記されておらず（中略）この記述は到底容

認できるものではなく、当然のことながら社会福祉士及び精神保健福祉士も法律上に明記すること

とすべきである（後略）。」） 

④「児童福祉に関する国家資格を創設するという報道についての声明」（2018 年 7 月 5 日、日本社会福祉

士会会長、日本医療社会福祉協会(当時)会長、日本精神保健福祉士協会会長、日本ソーシャルワーカ

ー協会会長、日本ソーシャルワーク教育学校連盟会長発、塩崎-長島議連（推進派）同年 6 月 13 日会

合における塩崎会長発言に対する声明） 

⑤「児童福祉司に関する国家資格等の専門資格創設に反対する意見」（2018 年 12 月 5 日、同上発、社保

審専門委員会市町村･都道府県における子ども家庭相談支援体制の強化等に向けたワーキンググル

ープ座長宛、「（前略）改めて児童福祉司の専門資格創設には反対であることを強く表明します。／

児童福祉司およびスーパーバイザーの専門性の向上は当然必要ですが、そのための方法として、ソ

ーシャルワーク専門職である社会福祉士や精神保健福祉士の国家資格を積極的に活用し、これらの

国家資格の所持を児童福祉司の任用要件とすべきです（後略）。」） 

⑥「『子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の

向上策に関するワーキンググループ』取りまとめに対する声明」（2021 年 2 月 4 日、「連盟」発、「こ

の間の WG の議論において、私たちは、社会福祉士・精神保健福祉士の有資格者が実地訓練を重ね

ながら、スーパービジョンを含む新たな研修体系の中で養成されるべきという主張を繰り返し、ま

た専門職団体の責務として、その研修体系を早急に構築することを提案してきました。一部には、

新たな国家資格の創出に関する事実誤認に基づく報道もされていることから、従来の私たちの見解

を改めて述べさせていただきます。／１ 虐待対応をはじめ、児童福祉司がかかえる事例への対応は

（中略）ソーシャルワーク専門職である社会福祉士や精神保健福祉士の国家資格を積極的に活用す

べきです。／２ （中略）新たな国家資格の創出よりも現任者研修の強化が急務です。／３ （中略）

職員の待遇を改善することが重要です。（中略）配置構造の変容を求めます。／（中略）子ども家庭

福祉にかかわるすべての現任ソーシャルワーカーに対する研修等を強化し（中略）社会福祉士・精

神保健福祉士を対象とした研修プログラムを開発し、『子ども虐待の予防と対応研修』を年度内に開

始します（後略）。」） 

⑦「子ども家庭福祉に関する資格について（要望）」（2021 年 2 月 24 日、「連盟」発、厚労大臣宛、「（前

略）新たな資格の創設について、資格制度の立て付けや付与方法については継続検討とされますが、

一部の報道では国家資格創設と誤解を与えかねない報道がなされました。／日本ソーシャルワーカ

ー連盟は、一貫してソーシャルワーク専門職である社会福祉士、精神保健福祉士の活用促進が虐待

防止に最も効果的であるとの主張をしてきました。そこで、改めて下記の事項について要望致しま

す。／１ 児童福祉司が抱える事例への対応はソーシャルワークを基盤とすることが必要であり、ソ
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・「21-22 社保審専門員会」 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_126712.html 

 同「（令和 3 年度）報告素」 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_23851.html 

２）秋山は社会福祉専門職研究に関して「専門性」、「専門職性」、「専門職制度」の 3 つの概念に大別したうえ

で、それぞれについてレベル、理念・目的、理論、方法・技術、手段的価値、理念・目的の達成手段の 5

つの要点に分類している（秋山 2007）。本報告は秋山に倣い「職業」レベルとしての「専門職性」、及びそ

の制度的土台となる「制度・システム」レベルとしての「専門職制度」に焦点化しつつ、適宜両用語を使

い分けている。 

３）「協会」第 6 回定時総会（2018 年 6 月 17 日、国際ファッションセンター）の〔報告事項〕に対して、代議

員による「今後、メンタルヘルスソーシャルワーク、メンタルヘルスソーシャルワーカーという用語を積

極的に使っていくのか？」という質疑に対して「協会」執行部は「現時点で方針は出ていない。現在、『PSW

通信』で『PSW という名称を考える』を連載しているが、本協会の英語表記をはじめ議論を深めていく必

要がある、と回答」した旨の記録がある（日本精神保健福祉士協会 2018：3）。またこれより前、少なくと

も 2017 年度の「協会」ブロック会議において「本協会の英語表記に関する件」として「MHSW」への略称

変更の議題が提示されている。その後、2019 年度ブロック会議では「報告（確認）事項」として「本協会

の英語表記等の変更に関する件」が次の「協会」総会に提案される旨、提示されている。そのうえで 2020

年 6 月 21 日に開催された「協会」第 8 回定時総会において「第 2 号議案 定款の変更に関する件」として

「本協会の英語による表記及び略称の変更」提案され、各ブロック代議員からの種々の意見が出たうえで

承認されるに至っている（賛成 71 人、保留 7 人、反対 3 人、棄権（無効）1 人）。なお本報告ではこの議

題にしたがい引用箇所以外は「略称」という表記に統一している。 

４）ソーシャルワーク関連職能団体等は新資格化構想に対して以下の通り、現時点で 7 回の見解・要望を発信

している。 

①「『児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会報告書』に関する提案及び依頼」（2015 年 9 月 17 日、

日本社会福祉士会会長、日本精神保健福祉士協会会長、日本社会福祉士養成校協会（当時）会長、日

本精神保健福祉士養成校協会（当時）会長、日本社会福祉教育学校連盟（当時）会長、日本社会福祉

学会会長発、提出先：児童虐待防止対策のあり方に関する専門委員会委員長宛、「（前略）新たな資格

を検討するのではなく、（または検討する前に）（中略）社会福祉士及び精神保健福祉士（中略）これ

ら国家資格の積極的活用を前提とした検討を提案します（後略）。」） 

②「『新たな子ども家庭福祉のあり方に関する専門委員会報告 骨子案』についての要望」（2015 年 11 月

25 日、同上発、厚労省社会・援護局長、同 雇用均等・児童家庭局長、社保審児童部会新たな子ども

家庭福祉のあり方に関する専門委員会委員長宛、「（前略）骨子案『2-（2）子ども家庭福祉を担う専

門職の資格化』において、『専門職を国家資格として創設する』とあるが（中略）現時点においては

拙速に新たな国家資格の創設を検討するのではなく（中略）任用要件としていただきたい。／また、

その際は以下の理由（略）から社会福祉士、精神保健福祉士を基礎要件としていただきたい（後略）。」） 

「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー」資格化構想と

「分立」資格を前提として職域拡大する精神保健福祉士との撞着の諸相（樋澤　吉彦）
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ーシャルワーク専門職である社会福祉士、精神保健福祉士を積極的に活用すべきである。／２ 専門

性の向上には、社会福祉士および精神保健福祉士のソーシャルワーカー養成課程での充実に加え、

児童虐待に対応できる高度な専門性を有する社会福祉士を養成する認定社会福祉士制度を推進して

いくべきである。当面の課題としては、現任者研修の強化を図るべきである。／３ 児童福祉司の専

門性の向上には実践知や経験値の積み上げが必要であり、短期間の異動等がないよう配置構造の改

善が必要である。」） 
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